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国益に資する援助事業戦略の構築


	１－１　国益に資する援助事業戦略と実施体制の構築

1 今回の政府決定により、わが国の海外経済協力については、内閣による海外経済協力閣僚会議（司令塔機能）が政策を策定し、外務省が設置する国際協力企画立案本部が調整の中核を担う体制でODAの企画立案機能が確立されることになった。併せて、実施機関の一元的な整備も決定された。今回の決定により、ODA改革が必要だとして内閣、政府、自民党、外務省、経団連等で検討されてきた、政策機能と実施機能の役割・機能の明確化、ODAの戦略的かつ効果的・効率的な実施、ODA事業の実施における一貫性の確保、迅速性・柔軟性、効率化・透明化等の課題に対応する体制整備の基本的な方向が示されたことになる。

2 今回のODA改革を機に現在実施中の案件管理のみに限定され、新規案件の実施が中止されている、民間企業による途上国の社会開発に資する事業の実施を支援する投融資事業を再開することを提案する。試験的事業については、アジア・中南米の農業分野を中心に、顕著な実績を挙げていることは関係者に良く理解されているところであり、円借款事業に関連する周辺インフラ整備事業と共に、対象地域における地場産業の振興、雇用の創造や民生の向上への貢献が期待できる。今後アフリカを中心にニーズが増えると予想されるコミュニティー開発や地域開発による貧困削減戦略等の促進において、民間による投資・貿易開発事業とODAによる投融資支援及び技術協力との連携が大きな成果をもたらすことが期待できる。

3 実施機能については、独立行政法人国際協力機構（JICA）法の改正により、新JICAが技術協力、有償資金協力、無償資金協力を一元的に担う体制が構築されることになった。

イ．これまで数度に亘り実施機関の整理・統合が行われてきたが、その例を引けば、統合後の円滑な組織運営や効率的・効果的な事業実施には新組織が担う役割と機能に対する期待が大きければ大きいほど、検討すべきことが多く、事業活動開始後に明らかになることも多いものと想定される。しかしながら、JICAとJBICの統合により期待されている、総合的な援助機関に相応しい新たな体制と組織文化を、内閣・政府の司令塔・企画立案機能との関係及び独立行政法人としての役割・機能との中で構築し、援助スキームも統合し事業実施においてシナジー効果を発揮し、世界第２の援助機関として発足と同時にフルに活動するため、予め可能な限り検討の上対応すべきものと考える。

ロ．特に、これまで同じODAの範疇の業務といえども異なる役割と機能を果たしていた２つの機関が統合し、再出発するのであるから、これまでの事業実施における関係省庁との関係や実施方法等を安易に踏襲するのではなく、ODA改革が目指す方向を実現し、一貫性を発揮するために必要な諸般の制度や実施方法の整備・改善により、戦略・政策指示に基づき真に途上国に感謝され日本の国益となるODA事業を一元的に実施する機関となれるように体制整備することが必要である。

ハ．そのため、統合前の準備期間において、実施機関は必要な制度の整備、実施方法の改善、統合により発生が予想される問題点の把握と解消策の検討等に努め、内閣及び政府は実施機関側の検討に基づく要望や意見を真摯に聴取し統合に必要な事前準備と支援に努め、内閣・政府と実施機関との連携・協力によりODA改革に基づく実施機関として発足し、所期の目的を達成できることを強く希望する。

１－２　実施機関における企画立案機能の構築、セクター戦略・調査研究機能及び評価機能の強化について

1 実施機関における企画立案機能と海外事務所の位置づけ

イ．新機関においても、内閣の司令塔機能および外務省の企画立案機能の受け皿として、実施機関における企画立案の役割と機能を持つ組織が必要である。内閣及び外務省の方針を受け、独立行政法人に期待される独立性と効率性を発揮しつつ、事業実施計画の策定・推進の先頭に立ち、事業実施全般に関わる企画立案、日本国内外の関係機関との援助協調や機関内の評価活動を総括する等により実施機関を代表し、政策立案機能に対応することが必要となる。

ロ．海外事務所は、本部の事業実施部門との分担・連携により現地主導の事業実施に当たる他、現地ODAタスクの一員として、援助ニーズの発掘・形成や当該国への協力に関係する内外の機関・団体等との援助協調についても最前線における役割と機能を果たす必要があるため、これらの業務については、実施機関の企画立案部門の下で機能することが必要となる。また、海外事務所所在国におけるわが国際協力の広報宣伝強化策として、事務所を現地おける国際協力プラザと位置づけて、わが国の当該国に対するODAを中心とした主要な国際協力の連絡・交流・広報の場として機能させることが考えられる。更に、関係する国際機関、各国のドナーやNGOとの交流の場としての機能を果たすことにすれば、わが国の国際貢献や援助協調実践のPRの場としての役割も期待できることになる。

ハ．また、我が国の知見を十分生かしながら世銀などのマルチドナーと互するためにも、我が国のODAの国際競争力を高めるためにも、セクター毎の短中期戦略は非常に重要であり、これを担える機能を一層強化する必要がある。

2 実施機関の調査研究部門の役割と機能強化

イ．JICA・JBIC両組織が育成・活用してきた夫々の事業の調査研究部門については、統合を機に、ODA事業全般に係る調査・研究部門に格上げし、実施機能のため、のみならず内閣・外務省の司令塔機能・企画立案機能を支援する機能と役割を果たせる調査・研究拠点として整備・拡充することを提言する。

ロ．わが国のODAを、援助を期待する国々の援助ニーズに直結し、効率的で効果の高いものとするためには、それぞれの調査研究部門がこれまで分担する事業に関連して行ってきた、国別・セクター別の開発課題や地球規模の課題、環境社会配慮、援助協調、事業実施方針、援助手法や評価手法等にかかわる調査研究の成果、経験や知見を集大成し、さらに新たな一元的な実施機関として期待されている役割と機能を発揮しうるように調査・研究の体制を整備することが必要である。

26． 新実施機関の調査研究部門強化がもたらす効果として期待できることは、

＊　内閣・外務省の司令塔機能と企画立案機能に対する実施機関の視点からの政策への提言力の向上。

＊　ODA事業の一元的な実施機関の調査研究部門となることから、事業に関連する援助課題の調査研究成果や援助手法の研究結果は総合的なものとなり、内外の関係機関や関係者に対する信頼と発信力を高めることができる。

＊　ODA改革により誕生する我が国最大のODA実施機関の調査研究部門をODA事業のシンクタンクとして活用することが出来る。

ニ．これまでの政府・実施機関における評価業務では、スキーム別に、担当するプロジェクト別の評価が中心であったため、スキームや分野を越えて総合的に評価することは実施されていなかった。政策と実施機能が明確に分離され、内閣・外務省の司令塔・企画立案機能が確立し、援助スキームが一元化された実施機関との役割と機能でODA事業が実施されていく状況のもとでは、これまでとは違う政策評価と実施評価が実施され公表されることが国民に対する説明責任上必要となる。重点政策や実施方針として取り上げられた重点分野や重点項目が実施段階を経て、その成果がどうであったかという従来からの単純なプロジェクト毎の評価の実施に留まらず、国別に他の重点分野、重点項目やスキームで上げられた成果等とも比較評価し、夫々の優位性や問題点を総合的に評価した結果を、PDCAのサイクルに従って政策や実施方針等に反映させることが必要である。このため、調査研究機関において総合評価手法のガイドラインを作成し、実施機関のみならず、政策機関においても早急に総合的な評価を実施し、国民に対する説明責任に対応すべきものと提言する。

ホ．外務省が現在直営方式で策定・改訂している国別援助計画については、策定には約2年間、改訂には約１年間を夫々要しており、策定済み国数は30カ国程度に留まっている現状を改善し、ODA対象国に対する援助実施の基本政策となる国別援助計画の早急な整備とタイムリーな改訂を実現することが援助の戦略的な実施の基本的な課題である。

このためドラフトの作成業務を調査研究部門に委託し、業務実施に当たっては、実施機関の立場から政策と実施との整合性を諮りつつ、有識者の意見の取りまとめやたたき台の作成には援助の現場を熟知しているコンサルタント等を活用する方式で効率的に対応することとし、外務省における国別計画毎の策定・改訂の決定から最終承認までの時間短縮と策定すべき対象国の国別援助計画の一日も早い整備完了を実現すべきであると提言する。

へ．セクター戦略・調査・研究機能の強化のため、国内外のODA事業関係機関、調査研究機関、大学、NGO、民間等との研究・人材交流を活発化し、調査・研究能力のる強化を図ることと、調査研究機能の活用策として、これまでの海外へ赴任する専門家や海外からの研修員への技術移転に加えて、わが国のODAの政策と実施においてまだまだ不足している、実務にあたる専門職、リーダーとなる人材の育成や加速する国際化に向けて必要となる官民人材の能力向上を目的とする人材開発支援を活動として追加することを提案する。
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	２。実施機関への権限委譲

1 今回のODA事業における、“企画立案機能”と“実施機能”との分離の決定は、行財政改革における政府の企画立案省庁と実施機関との間での機能分離によって、夫々の機能を高度化するとともに、組織上の分担とそれに係る責任の所在を明らかにする目的があると認識する。また、JBICとJICAの統合の決定は、実施機能の一元化により、ODA改革の目標である、事業実施の「迅速性」、「柔軟性」、「機動性」の３つの要素を高める目的があることから、この2つの視点から政策企画立案にあたる外務省と実施の担当機関となる新JICAとの間での今後のODA事業の実施において担うべき役割と機能を明確にすることが必要であると考える。

2 現行の役割と機能との分担を規定するものの１つとしては、主務大臣（外務大臣）と独立行政法人（JICA）との間で、企画立案機能と実施機能とを分離している、主務大臣からの中期目標の提示に対し、実施機関からは中期計画・年度計画を策定・提出し、主務省に置かれる評価委員会が実施機関の業務実績等を毎年評価する制度が存在している。また、従来からのJICA事業実施のプロセスにおける、事業実施決定案件の指示と国際約束の締結関連業務は外務省の役割となっており、独立行政法人としてのJICAにおいては、機能分離の明確化のために法律上必要とされる事業実施手続き（包括的な事業承認）と事業実施のプロセスからの事業実施手続き（個別事業実施承認）との二重の存在が、JICA事業実施における複雑さと多様性をもたらす原因となっており、同時に迅速性、柔軟性及び機動性を高める上での阻害要因と考えられる。統合に当たっては、一元的な事業実施が可能となるように、事業実施手続きは、法律上必要な手続きに一本化し、事業実施プロセスにおける外務省による手続きとしては国際約束の締結のみを残し、実施機関に求められる自主性を発揮する事業プロセスと考えられる、援助ニーズの妥当性と協力プログラム案の検討を経た候補案件の提案と評価含めた実施については、実質的に実施機関に総て任せるべきである。

③　事業実施にかかわる各種の制度設計においては、実施機関側のイニシアティブにより、事業実施において求められている「迅速性」、「柔軟性」、「機動性」を発揮し易い制度、規定、事業実施方法等を制定すべきものと考える。

④　以上の点から、実施機関の統合において政府側として整理・検討すべき課題は、

イ．国際約束の締結方法と時期の改善、事業計画の承認方法の一元化と実施案件指示方式の見直し、予算の執行における単年度予算制度の廃止もしくは制約の大幅な緩和、企業会計方式の導入の検討もしくは官庁会計方式採用による契約制度における制約の大幅緩和策の検討、政策機能機関と実施機関との役割と機能を尊重した事業実施ルールの制定等、迅速性・柔軟性・機動性の高い事業実施が可能となるように現行の各種制度、事業実施慣行や諸般の制約の廃止・緩和・改善がこの際、政府側の主導で検討・実施されることが必要である。

ロ．特に、無償資金協力事業実施において効率的な実施を妨げ、JICA事業実施全般における効率的な契約制度の構築と運用に制約をもたらしていることの主たる原因である単年度予算制度と官庁会計制度方式の厳格な適用については、この際その必要性などについて十分に検討し、行財政改革の一環でもある行政の減量化・効率化と実施機関の統合によるODA改革の目的達成に向けての抜本的な改善が行われるべきものと考える。

ハ．一般的な政策機能機関と独立行政法人の間では、この制度の基本である行政の簡素化と効率化を達成するために、行政コストの削減と効率的な事業実施を、中期目標として主務大臣は、独立行政法人に対し指示しているが、ODA事業では、事業の量的な増加ばかりではなく日本の援助としてふさわしい質の確保も政府の目標として内外に対する公約として掲げていることを忘れてはならない。JICAが年度計画として経費削減を進めていることについて、外務省の独立行政法人評価委員会は業務評価書において数値的な削減目標の順調な達成に対し評価しつつも、“質の確保も忘れないように”との指摘をしていることは評価できるが、事業量の確保のために行われている経費削減が質の確保にどのような影響を与えているかについても毎年十分吟味することが必要であることを指摘しておきたい。経費削減しても確保される業務量と質の確保との関係についての評価には事業実施の最前線にいる民間、大学、NGO等、事業実施を支えている関係者の“声なき声”を聴取し、経費削減が行き過ぎとならないように注意すべきであることを提言する。

5 事業実施の観点からは、3つの主要事業にかかわる業務実施方法の統一化や簡素化が、また、事業管理の観点からは、円滑なる事業実施に向けて、適正な事業実施方針の策定、スリムな組織と効率的な事業実施体制の構築、柔軟性と機動性を併せ持つ予算制度への改善と統一化、片務契約的な側面を含む調達契約制度の改善と一元化、事業の効果的・効率的な実施のための業務実施契約制度の最大限活用に向けた事業実施体制の整備、事業評価の強化・拡充、機構の内部監査体制の強化等が今後統合に向けて早急に検討されるべき重要項目である。特に、調達契約制度とJICAへの移管が検討されている無償資金協力事業制度については、対症療法的な改善と制度の小修正では、求められている“迅速性”、“柔軟性”“機動性”更には、“透明性”や“公正性”に応え、良い成果を上げることには、限界があることは関係者の間で共通する意見ではなかろうか。この機会に、調達契約制度と無償資金協力事業制度の抜本的な改善に向けての検討を開始することと、検討に当たっては発注者であるJICA関係者と事業実施の経験がない外部の有識者のみでは現場で発生している問題や各方面から提起されている課題の解決や解消の検討には限界があると思われるので、受注者の立場にある民間等の関係者も加えたメンバーによる検討の場を設けることを提言する。

⑥　いずれの制度においても、現状における最大の問題点は、日本国内における事業実施を前提にした制度モデルを、地域や国によって大きく事業実施環境が異なる途上国での事業実施にそのまま適用・運用していることにより、色々な問題が発生しており、それらの解決に正解が見つかっていないことである。これまで必要と思われる改善や改訂を加えながら実施して来たことについては評価できるものの、援助機関の一元化と無償資金協力事業の移管が決定されたこの機会に、これまでODA事業について国内外から寄せられた要望や批判に答え、新たな再出発を図る意味からも、この際、制度矛盾や疲労を起こしていると思われる基本的な部分を中心に、夫々の制度の全体、関連する制度や事業実施方法等との整合性についても抜本的な見直しを行い、ODA事業を一元的な実施機関において、柔軟性があり、機動性と効率性等を兼ね備えた事業として実施できるように制度の整備・改善をおこなうべきことを提言する。



	３．
迅速性・柔軟性・機動性のある事業実施


	３．迅速性・柔軟性・機動性のある事業実施

①　事業実施の現場に立つ開発コンサルタントが途上国政府実施機関と共有する問題はわが国ODAには迅速性、柔軟性、機動性が不足している点である。この要因は交換公文など政府間取り決めのあり方、あるいは政策機能と実施機能の役割・機能が明確に規定されていなかったことや規定されたとおり実行されていなかったことにあると考えられる。実施機関統合の機会に、これ等の問題を解決するために検討されてきたODA改革の方向を受けた、体制整備、戦略・政策・実施方針の策定等に加えて、これまでの事業実施によって得られた経験と反省の上に立った知見等がこれからの事業実施に生かされることが必要である。

②　新実施機関は、わが国が実施しているODA事業の三大要素である技術協力・有償資金協力・無償資金協力の全てを網羅し、事業量の大半を担当し、事業実施段階においては国民参加型の援助を推進するという、間口も奥行きも広い実施機関としての役割を求められている。これまでのスキーム前提の対応から、途上国の持つ問題や課題を解決する総合的な対応に切り替え、政府が策定する戦略と政策に基づき、自主性をもって検討・実施する新組織として再スタートするにあたり、所属する職員一人一人の意識の改革と能力の向上が求められていることを認識する必要がある。機関内の人材育成には従来よりも幅広く対応する必要があることを指摘しておきたい。特に、スキームの総合的な理解、プログラムアプローチに向けてのノウハウ、外部リソースを活用した効率的・効果的な事業実施の知見、プロジェクト管理能力の向上等についての指導・訓練の早急なる実施が必要であると考えられる。


	3.1
政府間取決めのあり方
	3－１　政府間取決めのあり方

　①　有償資金協力の現行プロセスは、政府間協議、案件審査･選定、供与額の決定、政府間交換公文の締結、貸付契約の締結、　　　

　　　　事業実施、そして進捗に応じた融資実行である。国際約束として融資対象案件を明記した政府間交換公文（Exchange of 　　

　　　　Note）を取り交わしその下で案件別に貸付契約（Loan　Agreement）を締結している。

1． 交換公文に個別案件名と供与金額が明記されているために、所管省（外務、財務、経産）が個別案件の事業内容、供与金額など技術的検討が必要な問題に対しても関与する仕組みを生み出している。そのような関与を行うため、所管官庁の担当官が実施機関に様々な説明資料の作成を要求し実施機関は説明のため関係3省の間を奔走している実情である。この点の改善に向けては所管省（政策機能）と実施機関（実施機能）との役割と機能の分担の明確化及びその厳守が必要となる。

2． 政府が担う援助政策は、ODA大綱・中期政策に沿って、政府間協議を踏まえて国別供与金額と分野別支援方針を決定し候補案件のロングリストを固めることである。その上で国別年度供与額の上限額を示すことが主要業務と考えられる。実施機関は具体的案件の選定、融資金額・事業内容・事業規模の決定を行う役割と規定する。即ち、交換公文においては国別年度供与額の上限金額、重点支援分野、候補案件リストを示すことにしてはどうだろうか。実施機関は上限金額の中で案件別に準備が整い次第、政府への報告・閣議了解を経て、随時貸付契約を締結し事業実施に移すことが可能となり、事業実施前の期間における迅速性と柔軟性を担保しうる仕組みへの改革となる。

3． 有償資金協力は5年から10年に亘る長期間の事業であるため、当初予想出来なかった様々な要因で貸付期間延長あるいは予備費の使用などが必要となる事態が発生する。個別案件の貸付契約の期間延長は実施機関の判断では出来ない仕組みとなっており交換公文の期間延長が必要な場合は、実施機関が期間延長理由を関係3省に諮り同意を得た上で実施しているのが現状である。現場における作業が進行中であるにも拘らず貸付契約の延長がないために融資の実行、即ち契約に基づく支払い実行の遅れを引き起こしている。この問題の解決ができれば、事業実施中の課題解決の大きな力となる。

4． また、予備費の使用は実施機関の専管事項と考えられるが、現状では、関係3省の実質的な同意が必要となっている。

実施機関は事業実施上の問題である予備費の使用理由を説明しなければならない。これは制度上の問題ではなく実施機関の個別案件に対する関与の行き過ぎではなかろうか。ODA予算の適正使用の観点から関係3省が実施機関を監督することは必要であるが、個別ケースで監督するのではなく年度毎の事後評価を行うことで十分であると考えられる。

ホ．予備費の使用も含めて、個別ケースの管理・監督が事業実施に係る迅速性、柔軟性を阻害する要因となる可能性を排除するため、独立行政法人である新実施機関の事業計画、予算の交付、事業実施、事業運営等を関係省庁が監督することは、関係法律等により、中期目標、中期計画、業務実績報告書、業務実績評価に基づき、事業計画承認・予算の交付・実施の評価を行う方式に一元化し、この手続き以外の方法による関係省庁の事業管理・監督は一切行わないことにすれば、新実施機関によるODA事業の計画・実施・評価の迅速性・効率性・柔軟性等を確保することが出来ると考える。

　

②　開発調査事業や人材育成プロジェクト等の技術協力においても案件毎に国際約束を取り付けている。外務省が実施案件を決定し、国際約束を取り付けた上で通知した後、JICAが事前調査・事前評価調査から実施している。現状の問題点は、対象案件が要望調査に対する書類審査で選定され、その案件の妥当性や協力方針等が確認されないままで外務省により採択され、JICAに通知されて実施に移されるため、実施段階で初めて案件の妥当性等を確認することになり、結果として、予想外の事態の発生等から迅速性や効率性に欠ける実施方法となっている。今回のODA改革の趣旨からも、現行の方法を改善し、事業の妥当性を高め、事業実施の迅速性や効率性を向上させ、援助ニーズに対する効果的なアプローチによる実施を実現し、大きな成果を上げ、相手国に感謝されるよう、事業開始前後の段階を抜本的に改善することを提案する。

イ．政策官庁は政府間協議を踏まえ案件ロングリストを双方で確認し国別に包括的な国際約束を締結する仕組みとし、個別案件については手続きの割愛・簡素化を行うべきである。外務省は案件形成の段階の調査や案件の妥当性確認調査案件についても決定権を行使しているばかりか、個別案件の実施に当って、外務省は財務省と予算協議を行い、同意を得て案件実施決定を行っているのが実情である。途上国政府は要請を行ってから調査団受け入れまで長期間待たされるのが実情であり、場合により事前調査結果によっては、国際約束を締結した案件について本格に進まないことや本格段階で問題が発生すること等は、わが国側のこの段階の仕組みの欠陥が主たる要因である。現行JBICのSAF調査、METIのJETRO調査などは、個別案件の妥当性の確認・案件形成過程と見なされ、国際約束に基づくことなく実施されているが、国際約束のないことが調査業務実施に何ら支障はない。　実施候補案件の本格協力段階での問題発生を防ぎ、妥当性の高い案件を採択し、協力の成果を高める意味でも、JICAが技術協力で行う援助ニーズの確認、案件形成、妥当性の確認、本格段階の協力を検討するための事前調査や事前評価を目的とする調査等の実施に係わる国際約束の締結を割愛する方向で改革すべきである。

2． 個別案件の実施予算の協議を外務省と財務省との間で行うことについては、独立行政法人通則法等による事業計画、予算交付、事業報告により統一的に実施する方式に切り替えることが、現行の二重の事業管理方式を解消し、政府が事業の自主的な管理・運営を独立行政法人に委ねるという本来の趣旨に沿うことになると考えられる。

3． 有償・無償資金協力個別案件の選定につながる、ニーズ調査、妥当性調査、案件形成調査等の調査実施に付いても、有償・無償資金協力に係る国際約束締結に先駆けてJICAに実施させる仕組みとし、有償資金協力、無償資金協力と技術協力のシナジー効果をもたらすプログラムアプローチの積極的な検討を促進し、迅速性・機動性・柔軟性のある援助事業の実施を実現することを提案する。

3 無償資金協力においても個別案件毎に供与額と期限が明記された政府間交換公文が締結されている。予備費が計上されていないこと、また、原則的支出期限が単年度となっているため、現行の制度は柔軟性に欠け、極めて硬直的な制度であることを、この際抜本的に改善することを提案する。

1． イ。　現行の無償資金協力の特徴は、外務省が政策機能と実施機能を併せ持っている点であり、また個別案件の供与額と事業　

2． 　　　内容･規模の決定に財務省が深く関与し、JICAが実施した基本設計調査結果の変更を外務省が容認していることである。　

3． 　　　更に、本体事業の実施契約は途上国政府と本邦企業との間で結ばれているが、事業実施上の様々な問題は全て当事者

4． 　　　間で契約に照らして処理されているわけではない。実態としては外務省の指示を受けて、JICAが実施促進業務の範囲内　

5． 　　　で本邦業者を指導、監督し、契約上の問題の解決を国内的に処理しているところに問題がある。

6． 　　　今回の機能分担の明確化と事業移管の決定を受けて、抜本的な制度の見直しと再設計が必要であると考える。

7． 　　　特に、日本政府が意図している事業実施方法、事業管理、実施促進業務等の変更に当たっては、先方政府との説明協議　

8． 　　　に充分配慮し、変更が先方の実施義務を緩和するものでないことを先方が正しく理解することを強く要望する。　　　　

9． ロ。　土木工事など自然条件に左右される事業は、当初から予期し得ない理由により追加工事の必要性に直面する可能性が高　

10． 　　　いが、予備費がないため本邦業者が持ち出しで行うか、技術仕様の変更を行うか、事業範囲を縮小する等により対応して

11． 　　　いるのが現状である。予備費の予算化を検討するか、事業移管の機会に柔軟な予算手当や対応が可能となるような制度

12． 　　　の改善を強く要望する。

3． 単年度予算のため、事業現場が豪雨などで期限内完成が危ぶまれるケースでは未完成部分は先方政府にその残存　　　工事を負担させる指導となっている。　その後の事業完成を確認する責任の所在が現行制度では明確に規定されていな　　　いため、日本側が中途半端な形で事業を放棄したことになる危険性があり、事業完成を何らかの方法で確認するか、或いは完全に事業完成までを確認しうるようにENの規定を変更する必要があるのではなかろうか。

予算制度とEN締結の柔軟な対応による、協力効果の確保と拡大について何らかの対応を行うべきものと考える。

　　　　　ニ．交換公文の内容を、支援分野の特定、事業費と予備費を区分した供与上限金額の明記に限定し、使用期限は示さない内

容に簡素　　　　　　　　要に限定することも検討する必要がある。事業の完成時期はあくまで途上国政府と業者との間の契約で決められるものである点にも配慮が必要である。個別案件の選定や本邦業者契約を承認する権限をJICAに委譲し、JICAが事業管理を　　　行い事業実施に適切に対応し得る仕組みへと改革することが肝要である。

ホ．日常的に発生する問題点、制度矛盾や疲労による問題点等の解決は無償資金協力の積年の課題であるが、先ずは権限委譲による制度の見直しと改善により、現状の問題点を解決し、事業実施の迅速性、効率性、柔軟性をどのように高めるのか、等を検討する中で、事業の出発点となる交換公文については、外交上の意味合いからだけでなく、実施機関が役割と機能を果たし、最大限の事業効果をもたらすためのあり方についても検討すべきことを提案する。
③　援助ニーズの取り付けから協力案件の決定までのプロセスと国際約束の締結との関連についての提案。

イ．　年次定期政策対話：

ODA大綱、中期政策及び国別援助計画による政策の説明。

ロングリストの対象案件から、当該年度における協力案件の選定協議。当該年度の協力の大枠提示と基本的な合意の取

り付け。（国際約束の締結）　相手国からの新規援助ニーズと優先度の聴取・取り付けを行う。

新規援助ニーズの聴取・取り付けに当たっては、従来からのスキームごとの要望調査では援助機関を一元化したメリットを

生かせないので、シナジー効果や柔軟で効率的な協力を目指すことからも、地域、セクター、課題別等の援助ニーズの聴取・取り付けに切り替えることが必要である。

ロ．　JICAによる、調査研究部門も動員する総合的な新規援助ニーズに対する協力実施方針（案）の検討・立案の実施：

地域開発調査・セクター調査・事前調査・事前評価・基本設計調査、SAPROF、調査研究等の実施による、協力候補案件の発掘・形成・審査調査の実施。　調査結果をもとに、援助ニーズに対するプログラム・アプローチの観点からの検討も行う。総合的な検討により、新規援助ニーズへの協力に適合するスキームの選定等を含む協力候補案件リストの作成。

3． 　リストアップ（ロングリストとしてJICAが作成する協力候補案件リスト）する対象の協力候補案件：

技術協力プロジェクト（政策立案支援、人材育成、無償及び有償案件のソフト・コンポーネント）、無償本体プロジェクト、有償本体プロジェクト等。

二．　JICAから外務省へのロングリスト（JICA案）の説明・協議によるロングリスト（日本政府案）の承認。

ホ．　政策対話：　ロングリストの先方への説明・同意の取り付け（両国政府承認）。

＊　ロングリスト又は、ローリングプラン等名称には拘らない。



	3.2
有償・技協・無償の
一体的活用
	３－２　有償･技協・無償の一体的活用

①　統合された新たな実施機関は事業企画機能を持つことが肝要である。
上述してきたように、政策機能と実施機能が明確に分割され、外務省が提示する中期目標に対してJICAは中期計画や年度計画を策定し、申請する役割を求められるが、JICA内では国のODA大綱、中期政策、国別開発計画及び中期目標を受けて、外務省に対し、3年と毎年ベースで事業実施計画を策定・申請し、毎年その計画の結果を業務実績報告書として提出・評価を受ける役割を果たすため、機構内に評価機能を含む事業企画機能を持つ必要がある。

②　実施機関は、事業の実施企画機能として個別案件に至る援助ニーズの妥当性の検討・確認、案件形成、事前審査を行う機能を持つことが必要である。

実施機関に中期的な事業実施企画機能が求められることは、独立行政法人として自明の理である。事業実施企画機能とは、途上国の援助ニーズに対して、国別にセクター戦略・地域戦略・課題戦略を持ち、３ヵ年のスパンで協力実施計画を策定する能力であり、援助事業で解決すべき課題と目標を明確にした上で、個々の協力候補案件毎の協力プログラムを策定することである。

有償、技協、無償のファシリテイーを効果的に組み合わせ援助課題に形態別･時系列的に最適な形で対応することである。事業の内容、規模、実施時期等を途上国政府実施機関と協議し実施に係る意思決定を素早く行い、援助ニーズに合わせて柔軟で合目的な援助供与のためには、ニーズの妥当性を検討・確認し、案件形成をした上で、事前審査する等の準備段階が非常に重要である。

援助ニーズに対して、ファシリテイーの機動的な組み合わせにより中期的観点で事業を実施・運営することが、ODA事業を担当する独立行政法人に求められている自主的な事業運営に他ならない。

③　地域別、セクター別のマスタープランの策定を一層充実させる必要がある。

実施機関においては、開発問題、社会・経済問題、地球環境問題等に係る援助ニーズを把握し援助候補事業の形成を強化し、各ファシリテイーの特性を勘案し円借款事業、無償事業、技術協力事業を組み合わせ、プログラム化する調査機能の抜本的な強化が重要となる。マスタープランの結果の実現に向けては次のようなプロセスに類型化されるが、それぞれの特徴は以下の通りである。


ＦＳ調査から有償と技協と無償へ
：
経済社会(人道支援、経済)インフラ、大中規模、維持運営、投資環境整備


詳細調査、設計から無償と技協へ
：
社会インフラ、中小規模、維持管理、地方開発、貧困削減


詳細調査から技協へ
：
法･制度設計（ソフトインフラ）、政策支援、官民の知的支援

マスタープラン実施後形成された事業の実施形態について途上国側実施機関と十分に協議を行い、解決すべき問題、

課題、目標等を双方で確認の上、ＦＳ調査、詳細調査に進む必要がある。

調査のための調査ではなく、事業実施のために必要な調査を実施することが重要である。

4 途上国の抱える様々な問題を解決するにはプログラム方式による総合的な支援が必要である。
主として有償資金協力で支援してきた経済社会インフラはプロジェクトが調査開始から完成するまでに凡そ1２年間掛かっている。事業の発現効果を高めるためには援助ファシリテイーと人的資源育成などを柔軟に組み合わせ投入する体制が必要である。プログラム援助の実施方法はプログラムが完成してから事業に着手するのではなく、想定される問題解決に向けて同時並行的に、必要な人材育成の技術協力プログラム等の実施により、有償事業の進捗に合わせて必要な人材が配置できれば、事業の運営や維持管理が効率的に実施できることになり、援助効果も向上することになる。　無償資金協力と技術協力の連携においても、同様にプログラム方式での対応が重要となる。　従来からの無償本体の中でのソフトコンポーネント協力を、必要に応じて本体協力から切り離して、技術協力による人材育成や組織づくり協力として同時並行的に実施することにより、これまで以上に完成後の事業効果を高めることが期待できる。更に、事業効果の持続性を高める観点からも、完成後の問題解決のための継続的な協力が必要に応じて実施されることが重要である。このため、援助の現場である、海外事務所の協力案件の実施管理能力の向上も欠かせないことである。

5 有償資金協力事業の迅速化
有償資金協力事業は現行ではＦＳ調査開始から工事業者選定まで凡そ7年半を要している。この期間を2ヵ年短縮する仕組みを作り迅速化を図る。即ち、ＦＳ確認後引き続き基本設計と入札図書を技術協力により作成する。その作業は円借款要請、審査、ＬＡの締結までの一年間を充当する。また、詳細設計を工事業者の選定期間（入札）の1年間に平行して行う。このことにより工事業者の決定はＦＳ調査開始後5年半後となる。
入札補助業務、詳細設計、工事監督の係るコンサル企業の選定は、円借款の調達ガイドラインに従い工事入札開始前に完了しておく必要がある。本邦企業の技術の活用を促進する上で、技術協力により基本設計と入札図書を作成することは効果的であり、わが国の顔の見える援助に資するところとなり、事業の迅速化は途上国に歓迎されるところである。

6 無償資金協力事業の供与限度額積算精度の向上策について

現在は、基本設計調査の結果に基づいて、供与限度額を積算し、閣議了解を経て、正式な供与額としてENに載せられる方式になっている。この限度額については、詳細設計レベルの作業をした結果ではないこと、EN締結後の先方政府との協議の結果で追加・変更要請により設計変更が生じることがあること、資材や石油価格等の高騰、外貨レートの変動等により限度額の増額が必要となる事態に対応するため、予備費導入が認められない場合は、詳細設計までをJICA調査の中で対応し、その結果で供与限度額を積算することにより、設計精度の向上を図ることも検討の対象となることを提案する。

⑦　緊急援助の体制
自然災害による被災者支援、紛争などよる難民支援、あるいはその後の復興支援は援助効果を高めるには時間との戦いである。無償、技術協力、有償の密接な連携を図り現場ニーズに即応する必要がある。援助実施にあたり交換公文など政府間の国際約束の書面による手続きを省き、例えば有償資金協力も実施機関の権限で30億円程度は供与できる体制整備ができれば、援助効果を高めることが出来る。　

これまで、アフガニスタンやパキスタンなどの緊急復旧援助において道路や橋の修復工事に多額の技術協力予算が使用されたが、本来は無償資金協力で対処すべき建設事業であると考えられる。実施機関による事業として、調査と工事を、技協と無償が分担・連携して実施することや、無償資金協力による緊急対応と有償による中長期的な対応等を技術協力によるマスタープランとして策定し、その後の復興・安定にも関与することによって、緊急復旧から始まる事業をわが国ODA事業により、戦略的・効果的・効率的に支援することが出来、大きな貢献を果たすことが期待される。
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統合問題では組織と人事の再編が極めて重要な課題であるが、組織と人事の問題については基本的な点に限定して提言する。

①
事業企画部の配置

統合された新たな実施機関の理事長の下に事業企画部を設置する。事業企画部は海外経済協力会議（司令塔）の基本戦略や所管省による援助政策の枠組みの下で３ヵ年中期事業計画を策定する。また、事業現場から発信される様々な情報を統合、分析、評価し司令塔機能、政策機能を受ける役割を果す。想定される主な所管業務は以下の通り。

· 戦略的事業予算の編成

· 事業実施方針・計画策定の総括

· 援助プログラムの審査、承認

· 新形態の援助商品の開発

· 現地ODAタスクフォース機能の総括及び支援業務

· 民間資金、OOF事業との実施面における連携促進と調整

· 国際機関・他ドナー等との援助協調

＊　評価業務の総括

事業企画部のトップ人事は事業実施上の豊富な知識、経験をもち開発途上国や国際機関に様々なネットワークを持つプロパー職員又は民間から人選することを提言する。

天下り官僚や出向官僚を配置することは、監督官庁と独立行政法人との役割・機能分担、政策機能と実施機能との明確な分離等を目指し、一元的なODA実施機関を設立する今回の改革の趣旨に反するので、賛成できない。

②
事業実施組織の構築について

組織設計に当たっては、今回のODA改革の趣旨に則り、ODAの一元的実施を可能とするものであり、スリムな組織であること、シナジー効果が発揮できること、組織運営が容易であること、事業実施ノウハウの継承が可能なこと、事業評価を含めたPDCAが事業運営に反映できること、等の条件を考慮し、総合的に統合の意義を最大限発揮できる組織を構築しなければならないと考える。

1． 事業実施組織の構築は、地域軸、課題・セクター軸、スキーム（有償、技協、無償他）軸の3つの視点からの検討が必要である。地域軸は面的･中長期的に開発ニーズを把握できる優位性を持ち、課題・セクター軸は案件形成と事業実施ノウハウの蓄積に強みを持ち、スキーム軸は事業管理に利点を持つと考えられる。事業実施においては、事業の一元化の基本であるプログラムアプローチの視点が欠かせない。

2． 想定される事業実施組織としては、事業企画・調整部の他、以下のようなものとなるが、冒頭の条件を入れて、夫々のメリット・デメリットを比較検討することが必要であり、１つの案を提言することは大変難しいので、ここでは列挙するに留める。

＊１．大地域部方式：４～５の大地域部のもとに、全ての課題・スキームをまとめた組織。

＊２．大地域部の下に、スキーム部と課題部（スキーム部の課題支援）とを分けて置く組織。

＊３．地域部を設けず、スキーム部の下に地域担当部門を設ける＋課題部（スキーム部支援）

＊４．地域部＋課題部（技術協力＋スキーム部の課題支援）＋スキーム部（有償・無償その他）

③
プロパー職員および民間人材の積極的登用

統合された実施機関では意思決定機関は理事会となるが、理事の過半数をプロパー職員及び民間人材とすることを提案する。　また、具体的な事業執行を担う部長職など管理職は例外なくプロパー職員を任命することが大切である。この人事に係る基本的な考え方は、独立行政法人化と実施機関への権限委譲の実施と表裏一体のものであり、統合の機会に実現すべく内閣レベル（司令塔機能）で確認されることが必要である。

④
現地ODAタスクフォース

大使館の指揮の下にJICA, JBIC, JETRO 派遣専門家などを構成員として現地ODAタスクフォースが配置されている。

途上国政府から多数の要請案件を評価し、ふるいにかけ一次的案件候補リストを作成している。

現地ODAタスクは現在５０数カ国に設置されているが、バングラデッシュ、ベトナムなど一部の国では機能していると言われているが、主要な援助国も含め大半の国では目論みどおりには機能していない現状である。

その要因は大使館の考えに反対意見は述べにくいこと、各省派遣のアタッシェ、派遣専門家が省益を意識した案件評価に傾斜する傾向にあること、更にはマスタープラン（地域、分野）等に基づく開発戦略や援助方針を持たずに案件候補リストを作成している点にあると考えられる。また、現地ODAタスクフォースが機能しているといわれる国での成功要因は属人的な要素にあり、この体制そのものの優位性を示すものではない。

新たに設置される事業企画・調整部門が内閣・政府の援助戦略・政策に基づいて策定する国別事業実施戦略を踏まえ、実施機関の海外事務所に現地タスクフォースによる案件候補リストの作成作業を行なわせる仕組みへと変えてゆくことが、タスクフォース方式を活性化させ、本来の機能を果たすことになると確信するものである。　海外事務所は、大使館を中心とする政策対話で明らかになった協力基本方針に基づき、先方政府から提出される援助ニーズに関し、途上国政府実施機関と十分な協議を行い、関連情報の提供、スキームや課題に関連する経験や知見については本部の支援も受けながら必要な検討と事前審査を行い、一次的案件候補リストを作成する。事業企画部門は、地域担当部門・スキーム担当部門とも協力し海外事務所を支援し、結果を確認・承認する役割を果たすことが重要である。政策対話との齟齬をきたさないために、候補案件リストについては大使館と協議を行い必要に応じて調整することも必要であると考える。

このような手順により実施機関の事業企画・調整部門が機能し、実施機関の現地事務所を介して現地タスクフォースが果たすべき役割を支援することにより、全ての国においてタスクフォースがその機能を発揮し、現地の援助ニーズに直結する協力につなげる最前線の役割を果たすことが出来ると考える。

⑤　事務所への権限委譲と内部統制機能

援助事業の迅速性、柔軟性、機動性を高め効果的、効率的な援助を実施するために実施機関への権限委譲が不可欠であるが、同時に現地における大使館による政策機能と実施機関事務所による実施機能の分離が明確に行われる必要があることを提言しておきたい。実施機関の統合の意義が国内に留まらず、海外においても充分発揮されるためには、現状の関係や事業実施方法を改善し、現地事務所の活動を活発化させ、相手国政府との関係においても統合の成果が評価されることが必要であることを指摘しておきたい。ODA事業を実施している全ての在外公館が実施機関の現地事務所機能を活用して、現地におけるODA政策機能を充分果たせるよう、現地においても国内と同様に役割と機能を明確化することを提言する。

このため、実施機関においても、本部と海外事務所との機能と役割の明確化が図られる必要があり、その上で事務所への権限委譲も明確化される必要があることは言うまでもない。権限委譲は事業現場を活性化させる。その一方で、本部と同様に、現地事務所においても援助が適正かつ効率的に行なわれているかのチェック機能を働かせることが重要であり、業務監査室による現地業務の監査体制の強化が必要である。

⑥　実施機関における専門技術者の活用について

現在、JICAにおいては、一般職員のうち技術系と目される職員は存在していても、配属に際して特段の技術的な業務等を命じられることはない。　また、国際協力専門員については、関係各部における地域・課題アドバイザーとして、海外におけるプロジェクトリーダーや国際協力研修所詰めの特命事項を持つ専門員として活躍していると夫々理解されている

新JICAにおける事業実施組織は、事業企画部門と地域事業部等（地域部門、課題部門、有償・無償等のスキーム部門を統合する）の案を提示しているが、これ以外の部門においても事業実施における技術的問題についてラインとして審査・提言する機能は必要であると考えられる。

統合後の拡大する事業実施においても国際協力専門員を中心に技術的対応を業務として発令することが出来る人材を有効に活用し、必要な技術的な審査等を効果的、効率的且つタイムリーに実施するためには、各部への固定的な配属ではなくプールして置ける組織編成の方が有効であるとも考えられる。また、最近、途上国側の要請や援助ニーズが益々増大・多様化・複合化する傾向にあるため、専門員の人数や専門分野では賄いきれない状況にあると推察されるので、不足している技術分野については今からでも、適正な技術レベルを確保する目的で、民間や大学等からのインハウスｺﾝｻﾙﾀﾝﾄとしての採用についても検討することを提言する。（調査や人材育成事業の実施において、途中段階における現地での技術的な対話に参加できないことや中間的な報告書に充分な審査期間が取れない、手戻りになるコメントが時期的な配慮もなく提出される等、多忙であることや専門外の事項に対する対応不足が最近多く感じられる。）

7 調査報告書やプロジェクト報告書等の活用について

これまで実施された協力の報告書や成果品は、図書館で見ることが出来るように整理されているが、再利用や参考に出来るような処理や分析が行われていないため、十分に活用できないままとなっている。JICAやJBICの実施してきたこれまでの協力の成果は集められた資料や情報と共に、今後の事業実施に十分活用できるものであり、調査の迅速なる実施や人材育成の効果的な実施の参考になることが期待できるものである。宝の持ち腐れにならないように早急に検討し、効果的な活用策を実施することを提言する

問題提起の背景は以下のとおり。

1． 事業実施に必要な業務指示書の作成等、外部人材を活用するために必要な業務に過去の経験・蓄積が生かされていない。

2． 過去の協力プロジェクトの成果がうまく整理されていないために、活用が限定されており、個人の情報に留まっている。

3． 過去の情報や資料が整理・分析されていれば利用価値があり、追加的な費用の支出が必要でない場合がある。

4． 職員の執務上の参考となる資料や情報が整理・分析されないままになっており、能力向上のための利用が忘れられている。





